
 
  

【表紙】

【提出書類】 半期報告書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成18年11月28日

【中間会計期間】 第59期中(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日)

【会社名】 株式会社東京スタイル

【英訳名】 TOKYO STYLE CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 取締役社長  高 野 義 雄

【本店の所在の場所】 東京都千代田区麹町５丁目７番地１

【電話番号】 03(3262)8111(大代表)

【事務連絡者氏名】 常務取締役管理担当兼人事部長  中 島 芳 樹

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区麹町５丁目７番地１

【電話番号】 03(3262)8111(大代表)

【事務連絡者氏名】 常務取締役管理担当兼人事部長  中 島 芳 樹

【縦覧に供する場所】 株式会社東京スタイル大阪支店

 (大阪市西区西本町２丁目２番16号)

株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)



第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第58期までについては希薄化効果を有している潜

在株式がないため、また第59期中については潜在株式がないため、記載していない。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間

自 平成16年 
  ３月１日 
至 平成16年 
  ８月31日

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ８月31日

自 平成18年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ８月31日

自 平成16年 
  ３月１日 
至 平成17年 
  ２月28日

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ２月28日

売上高 (百万円) 27,846 27,268 27,076 56,297 55,424

経常利益 (百万円) 3,406 3,214 3,231 6,654 7,917

中間(当期)純利益 (百万円) 1,648 1,653 2,051 3,466 3,981

純資産額 (百万円) 151,990 156,628 169,087 154,659 167,859

総資産額 (百万円) 175,598 179,150 197,477 179,485 202,377

１株当たり純資産額 (円) 1,629.70 1,679.82 1,800.14 1,658.53 1,800.48

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 17.66 17.73 22.01 37.15 42.70

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ─ ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 86.6 87.4 85.0 86.2 82.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,945 561 2,276 4,279 4,523

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △9,461 3,485 △10,125 △10,152 △5,040

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △11,140 △2,228 △1,811 △11,592 △2,778

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 42,242 45,242 30,573 43,412 40,174

従業員数 
[外、平均臨時 
雇用者数]

(名)
1,111
[2,169]

1,040
[2,096]

991
[2,044]

1,003
[2,214]

1,009
[2,136]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ １株当たり中間配当額については、中間配当制度を実施していないため記載していない。 

３ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略している。 

  

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間

自 平成16年 
  ３月１日 
至 平成16年 
  ８月31日

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ８月31日

自 平成18年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ８月31日

自 平成16年 
  ３月１日 
至 平成17年 
  ２月28日

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ２月28日

売上高 (百万円) 20,558 19,453 19,068 41,422 38,810

経常利益 (百万円) 2,730 2,545 2,604 5,235 6,649

中間(当期)純利益 (百万円) 1,494 1,436 1,775 2,780 3,558

資本金 (百万円) 26,734 26,734 26,734 26,734 26,734

発行済株式総数 (株) 102,507,668 102,507,668 102,507,668 102,507,668 102,507,668

純資産額 (百万円) 149,677 153,561 164,248 151,825 164,559

総資産額 (百万円) 163,935 167,333 184,750 167,583 190,424

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 17.50 17.50

自己資本比率 (％) 91.3 91.8 88.9 90.6 86.4

従業員数 
[外、平均臨時 
雇用者数]

(名)
476

[1,989]
466

[1,821]
405

[1,773]
463

[1,968]
424

[1,833]



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、合成樹脂関連事業、その他事業の営業利益の割合が、連結営業利益の金

額の10％を超えたが、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

非連結子会社であった東京スタイルフランスＳ.Ａ.（フランス、パリ）は、当中間連結会計期間におい

て全株式を売却した。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年８月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は〔 〕内に上半期の平均人員を外数で記載している。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成18年８月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は〔 〕内に上半期の平均人員を外数で記載している。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について、特記すべき事項はない。 

  

事業部門等の名称 従業員数(名)

アパレル関連事業 882〔2,036〕

合成樹脂関連事業 76〔  3〕

その他事業 33〔  5〕

合計 991〔2,044〕

従業員数(名) 405〔1,773〕



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における我が国経済は、輸出や民間設備投資を牽引役として、景気は緩やかな回

復基調のもとに推移した。 

 当アパレル業界においては、天候不順などの影響により個人消費に力強さが見られず、また、お客様

の商品に対する選別眼が一層高まる中、企業間の競争は一段と激しさを増している。  

 こうした状況の中、当社グループは、『商品本位主義』を経営の最重点方針として、営業力と商品力

の一層の強化を図るとともに、事業構造の見直しに積極的に取り組んできた。 

 具体的には、営業力の強化を目的として２名の新役員を営業統轄に任命するとともに、商品力のさら

なる向上を図るため若手人材をＭＤ統轄に登用するなど、組織人事面での刷新を行い、また、可能性あ

るデザイナーを外部から積極的に採用し、ブランド戦略の再構築を図ってきた。 

 キャリア向けブランド「モザイク」とミッシーを対象とした「スタイル ミー」について、抜本的な

リニューアルを行い、百貨店販路の強化・拡大を図るとともに、４０代のおしゃれな女性をターゲット

にした新ブランド「コリーヌ」を、この秋冬物から全国の百貨店で立ち上げた。 

 また、ファッションビルやショッピングセンターなどに対する新規販路開拓と新業態開発についても

引き続き積極的に取り組んでいる。なお、新業態開発の一環として、秋冬物よりインターネット販売を

スタートした。 

 さらに、セレクトショップ「ナノ・ユニバース」を運営する株式会社リヴラボ、ストリート系カジュ

アルブランド「ステューシー」を展開する株式会社ジャックを始め、アジア戦略の拠点となる上海東京

時装銷售（しゃおしょう）有限公司、そして合成樹脂関連事業の子会社など、それぞれがグループ企業

としての経営目標を定めながら積極的な経営に取り組み、連結収益に貢献している。 

 こうした経営施策の結果、当中間連結会計期間の売上高は、270億76百万円(前年同期比0.7％減)、営

業利益は16億41百万円(前年同期比21.5％増)、経常利益は32億31百万円(前年同期比0.5％増)、中間純

利益は20億51百万円(前年同期比24.1％増)と増益となった。    

  

(2) 当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況 

 現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ96億01百万円減少し、

305億73百万円となった。なお、上記の現金及び現金同等物の当中間会計期間末残高には、預入期間

が3ヶ月を超える定期預金が除かれている。 

 ①営業活動によるキャッシュ・フロー 

   当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益30億 

   59百万円に加え、法人税等支払額12億69百万円等により22億76百万円の収入となった。 

  ②投資活動によるキャッシュ・フロー 

   当中間連結会計期間の投資活動によるキャシュフローは、主に投資有価証券の購入により101億 

   25百万円の支出となった。 

  ③財務活動にるキャッシュフロー 

   当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払16億31百万円等に 

   より18億11百万円の支出となった。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績は次のとおりである。 
  

 
(注) １ 金額は製造原価によって表示している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績は次のとおりである。 
  

 
(注) １ 金額は仕入価格によって表示している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績は次のとおりである。 
  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

なお、「受注状況」については、該当事項はない。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が対処すべき課題について、重要な

変更及び新たに生じた課題はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動については、特記すべき事項はない。 

事業部門等の名称 金額(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

アパレル関連事業 7,400 100.0 12.1

事業部門等の名称 金額(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

アパレル関連事業 5,431 81.7 △6.8

合成樹脂関連事業 1,213 18.3 8.1

合計 6,644 100.0 △4.4

事業部門等の名称 金額(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

アパレル関連事業 24,555 90.7 △0.7

合成樹脂関連事業 1,933 7.1 0.2

その他事業 587 2.2 △4.7

合計 27,076 100.0 △0.7



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要

な変更はない。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 定款での定めは、次のとおりである。 

当会社の発行可能株式総数は３億株とする。 

  

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年８月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年11月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 102,507,668 102,507,668
東京証券取引所
市場第一部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 102,507,668 102,507,668 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年３月１日 
    ～ 
平成18年８月31日

― 102,507,668 ― 26,734,474 ― 44,279,096



(4) 【大株主の状況】 

平成18年８月31日現在 

 
(注) 上記「大株主の状況」には、当社所有の自己株式9,287千株(9.06%)を含めていない。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 4,990 4.87

星   泰 雄 静岡県牧之原市 4,824 4.71

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 4,633 4.52

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 4,630 4.52

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 3,682 3.59

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号
日本生命証券管理部内

3,298 3.22

ザ バンク オブ ニューヨー
ク－ジャスディック トリーテ
ィー アカウント 
（常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室）

ONE  WALL  STREET,  NEW  YORK,  NY  10286 
U.S.A. 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

3,200 3.12

住友不動産株式会社 東京都新宿区西新宿２丁目４番１号 2,552 2.49

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
５０５０１９ 
（常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室）

AIB INTERNATIONAL  CENTRE  P.O.  BOX  518 
IFSC DUBLIN, IRELAND 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

2,492 2.43

株式会社伊勢丹 東京都新宿区新宿３丁目14番１号 2,367 2.31

計 ― 36,670 35.77



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年８月31日現在 

 
(注) １ 単元未満株式には当社所有の自己株式987株が含まれている。 

２ 完全議決権(その他)の普通株式には、証券保管振替機構名義の失念株式が31,000株含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年８月31日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ―

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

9,287,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

92,664,000
92,664 同上

単元未満株式
普通株式

556,668
― 同上

発行済株式総数 102,507,668 ― ―

総株主の議決権 ― 92,664 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社東京スタイル

東京都千代田区麹町５丁目
７番地１

9,287,000 ― 9,287,000 9.1

計 ― 9,287,000 ― 9,287,000 9.1

月別 平成18年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 1,439 1,439 1,516 1,435 1,393 1,410

最低(円) 1,226 1,360 1,390 1,255 1,274 1,316



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

ただし、前中間連結会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)については、「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府

令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則を適用している。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

ただし、前中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)は、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附

則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則を適用している。 

なお、前中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年３月１日から平成17年

８月31日まで)及び前中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)並びに当中間連結会計

期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)及び当中間会計期間(平成18年３月１日から平成18年

８月31日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、公認会計士渡邊文雄ならびに藤本欣哉の

両氏により中間監査を受けている。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年８月31日)

当中間連結会計期間末

(平成18年８月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

流動資産

  現金及び預金 46,243 31,775 41,132

  受取手形及び 
  売掛金

9,033 8,165 7,333

  有価証券 22,763 26,082 43,241

  たな卸資産 5,893 6,129 6,446

  繰延税金資産 256 371 933

  その他 365 412 403

  貸倒引当金 △107 △43 △41

  流動資産合計 84,447 47.1 72,893 36.9 99,450 49.1

固定資産

 有形固定資産

  建物及び構築物 ※１ 3,664 3,436 3,512

  機械装置及び 
  運搬具

※１ 188 176 179

  土地 9,233 9,131 9,223

  その他 ※１ 348 13,434 7.5 367 13,111 6.6 340 13,256 6.6

 無形固定資産 1,642 0.9 1,160 0.6 1,369 0.7

 投資その他の資産

  投資有価証券 65,457 96,759 74,904

  投資不動産 4,896 4,880 4,888

  長期貸付金 1,325 265 275

  繰延税金資産 389 747 583

  その他 7,577 7,681 7,677

  貸倒引当金 △21 79,625 44.5 △22 110,312 55.9 △28 88,301 43.6

  固定資産合計 94,702 52.9 124,584 63.1 102,926 50.9

 資産合計 179,150 100.0 197,477 100.0 202,377 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年８月31日)

当中間連結会計期間末

(平成18年８月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

流動負債

  支払手形及び 
  買掛金

7,667 7,549 7,718

  短期借入金 3,187 81 141

  未払法人税等 928 867 1,738

  未払消費税等 181 89 155

  賞与引当金 112 116 122

  返品調整引当金 899 781 860

  その他 2,622 4,043 7,684

  流動負債合計 15,598 8.7 13,528 6.9 18,421 9.2

固定負債

  長期借入金 47 2,454 2,558

  退職給付引当金 1,599 1,566 1,589

  役員退職引当金 1,425 2,315 1,957

  繰延税金負債 2,001 7,873 8,121

  その他 642 650 635

  固定負債合計 5,717 3.2 14,860 7.5 14,862 7.3

 負債合計 21,315 11.9 28,389 14.4 33,284 16.5

(少数株主持分)

少数株主持分 1,206 0.7 ― ― 1,233 0.6

(資本の部)

資本金 26,734 14.9 ― ― 26,734 13.2

資本剰余金 44,936 25.1 ― ― 44,936 22.2

利益剰余金 90,802 50.7 ― ― 93,130 46.0

為替換算調整勘定 13 0.0 ― ― 44 0.0

その他有価証券 
評価差額金

4,900 2.7 ― ― 13,786 6.8

自己株式 △10,759 △6.0 ― ― △10,774 △5.3

 資本合計 156,628 87.4 ― ― 167,859 82.9

 負債、少数株主持分 
 及び資本合計

179,150 100.0 ― ― 202,377 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年８月31日)

当中間連結会計期間末

(平成18年８月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

株主資本

  資本金 ― ― 26,734 13.5 ― ―

  資本剰余金 ― ― 44,936 22.8 ― ―

  利益剰余金 ― ― 93,550 47.4 ― ―

  自己株式 ― ― △10,788 △5.5 ― ―

  株主資本合計 ― ― 154,432 78.2 ― ―

評価・換算差額等

  その他有価証券 
  評価差額金

― ― 13,338 6.8 ― ―

  為替換算調整 
  勘定

― ― 36 0.0 ― ―

  評価・換算差額 
  等合計

― ― 13,375 6.8 ― ―

少数株主持分 ― ― 1,279 0.6 ― ―

  純資産合計 ― ― 169,087 85.6 ― ―

  負債純資産合計 ― ― 197,477 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

売上高 27,268 100.0 27,076 100.0 55,424 100.0

売上原価 15,303 56.1 14,486 53.5 30,270 54.6

  売上総利益 11,965 43.9 12,589 46.5 25,153 45.4

販売費及び一般管理費 ※１ 10,615 38.9 10,948 40.4 22,153 40.0

  営業利益 1,350 5.0 1,641 6.1 3,000 5.4

営業外収益

 受取利息 1,087 1,227 2,364

 受取配当金 ― 432 288

 有価証券売却益 159 160 1,035

 持分法による 
 投資利益

12 5 37

 有価証券評価益 549 ― 1,227

 その他 493 2,302 8.4 428 2,254 8.3 564 5,518 10.0

営業外費用

 支払利息 11 11 62

 減価償却費 8 8 22

 有価証券評価損 ― 562 ―

 その他 418 438 1.6 81 664 2.5 515 600 1.1

  経常利益 3,214 11.8 3,231 11.9 7,917 14.3

特別利益

 固定資産売却益 ※２ ― 18 6

 貸倒引当金戻入額 395 6 402

 投資有価証券売却益 121 ― 126

 役員退職引当金 
 戻入額

35 ― 35

 保険積立金戻入額 ― 15 49

 係争和解金 ― ― 100

 その他 77 630 2.3 24 64 0.2 114 834 1.5

特別損失

 関係会社支援損 ― ― 595

 固定資産処分損 ※３ 230 183 266

 投資有価証券評価損 308 ― 323

 役員退職慰労金 35 ― 35

 減損損失 ※４ ― 14 ―

 その他 229 803 2.9 38 236 0.9 90 1,311 2.4

  税金等調整前中間 
  (当期)純利益

3,042 11.2 3,059 11.3 7,441 13.4

  法人税、住民税 
  及び事業税

946  1,033 3,844

  過年度法人税額 ― △521 ―

  法人税等調整額 390 1,336 4.9 446 958 3.5 △460 3,384 6.1

  少数株主利益 51 0.2 48 0.2 75 0.1

  中間(当期)純利益 1,653 6.1 2,051 7.6 3,981 7.2



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結剰余金計算書
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

資本剰余金の部

 資本剰余金期首残高 44,936 44,936

 資本剰余金増加高

  自己株式処分差益 ― ― 0 0

 資本剰余金中間期末(期末) 
 残高

44,936 44,936

利益剰余金の部

 利益剰余金期首残高 90,781 90,781

 利益剰余金増加高

  中間(当期)純利益 1,653 1,653 3,981 3,981

 利益剰余金減少高

  配当金 1,631 1,631

  役員賞与金 ― 1,631 ― 1,631

 利益剰余金中間期末(期末) 
 残高

90,802 93,130



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年２月28日残高(百万円) 26,734 44,936 93,130 △10,774 154,027

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,631 △1,631

 中間純利益 2,051 2,051

 自己株式の取得 △16 △16

 自己株式の処分 0 1 1

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円)
0 419 △14 406

平成18年８月31日残高(百万円) 26,734 44,936 93,550 △10,788 154,432

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年２月28日残高(百万円) 13,786 44 13,831 1,233 169,093

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,631

 中間純利益 2,051

 自己株式の取得 △16

 自己株式の処分 1

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△448 △8 △456 45 △410

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△448 △8 △456 45 △5

平成18年８月31日残高(百万円) 13,338 36 13,375 1,279 169,087



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期) 
   純利益

3,042 3,059 7,441

   減価償却費 460 407 931

   減損損失 ― 14 ―

   連結調整勘定償却額 248 217 497

   貸倒引当金の増減額 △303 △3 △366

   退職給付引当金及び役員 
   退職引当金の増減額

299 334 821

   賞与引当金の増減額 11 △5 20

   返品調整引当金の増減額 △226 △79 △265

   持分法による投資損益 △12 △5 △37

   有形固定資産処分損 230 183 266

   有形固定資産売却損益 ― △18 △6

   有価証券評価損益 △549 562 △1,227

   有価証券売却損益 △159 △160 △1,035

   投資有価証券評価損益 308 ― 323

   投資有価証券売却損益 △121 ― △126

   ゴルフ会員権評価損 ― ― 85

   受取利息及び受取配当金 △1,245 △1,660 △2,652

   支払利息 11 11 62

   その他投資の売却損益 ― △8 ―

   為替差損益 △11 △59 △57

   売上債権の増減額 △548 △831 1,151

   たな卸資産の増減額 1,071 317 517

   その他資産の増減額 115 90 18

   仕入債務の増減額 △858 △169 △807

   未払金の増減額 △376 62 △268

   未払消費税等の増減額 △89 △66 △115

   その他負債の増減額 △126 △290 761

   その他 14 △4 22

小計 1,181 1,897 5,956

   利息及び配当金の受取額 1,217 1,660 2,763

   利息の支払額 △11 △11 △62

   法人税等の支払額 △1,825 △1,269 △4,133

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

561 2,276 4,523



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー
   定期預金の預入支出 △198 △285 △216
   定期預金の払戻収入 15 41 77
   有形固定資産・無形固定 
   資産の取得による支出

△318 △480 △641

   有形固定資産・無形固定 
   資産の売却による収入

46 34 76

   有価証券の取得による 
   支出

△8,915 △10,566 △35,578

   投資有価証券の取得に 
   よる支出

△2,175 △24,123 △7,510

   有価証券の 
   売却による収入

11,711 22,394 30,839

   投資有価証券の 
   売却による収入

2,529 2,859 6,357

   出資金の取得による支出 0 △0 △0
   出資金の分配による収入 6 161 12
   貸付による支出 △25 △6 △155
   貸付金の回収による収入 961 16 2,031
   その他の投資による支出 △500 △222 △788
   その他の投資の回収に 
   よる収入

357 52 450

   その他 △8 ― 5
   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

3,485 △10,125 △5,040

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー
   短期借入れによる収入 212 80 252
   短期借入金の返済による 
   支出

△769 △165 △1,226

   長期借入金の返済による 
   支出

△28 △79 △145

   配当金の支払額 △1,631 △1,631 △1,631
   少数株主への配当金の 
   支払額

△1 △1 △1

   自己株式の取得による 
   支出

△10 △16 △26

   自己株式の売却による 
   収入

0 2 1

   その他 ― ― 0
   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△2,228 △1,811 △2,778

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

11 59 57

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額

1,829 △9,601 △3,237

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

43,412 40,174 43,412

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

45,242 30,573 40,174



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

１ 連結の範囲に
関する事項

子会社26社のうち、次の17社
を連結子会社としている。
 ㈱東京スタイルソーイング
須賀川
 ㈱東京スタイルソーイング
宇都宮
 ㈱東京スタイルソーイング
米沢
 ㈱東京スタイルソーイング
盛岡
 ㈱東京スタイルソーイング
山之口
 ㈱ピーチャーム
 ㈱エバンス
 ㈱パルメル
 ㈱リヴラボ
 ㈱ナノ・ユニバース
 ㈱ジャック
 ㈱ジャックコーポレーショ
ン
 ㈱トスカ
 ㈱エスケイ工機
 ㈱日本バノック
 ㈱スタイル運輸
 ㈱テイエスプラザ

子会社24社のうち、次の16社
を連結子会社としている。
㈱東京スタイルソーイング
須賀川
㈱東京スタイルソーイング
宇都宮
㈱東京スタイルソーイング
米沢
㈱東京スタイルソーイング
盛岡
㈱東京スタイルソーイング
山之口
㈱ピーチャーム
㈱エバンス
㈱パルメル
㈱リヴラボ
㈱ナノ・ユニバース
㈱ジャック
㈱トスカ
㈱エスケイ工機
㈱日本バノック
㈱スタイル運輸
㈱テイエスプラザ

子会社25社のうち、次の16社
を連結子会社としている。
㈱東京スタイルソーイング
須賀川
㈱東京スタイルソーイング
宇都宮
㈱東京スタイルソーイング
米沢
㈱東京スタイルソーイング
盛岡
㈱東京スタイルソーイング
山之口
㈱ピーチャーム
㈱エバンス
㈱パルメル
㈱リヴラボ
㈱ナノ・ユニバース
㈱ジャック
㈱トスカ
㈱エスケイ工機
㈱日本バノック
㈱スタイル運輸
㈱テイエスプラザ

なお、連結子会社であった東
京テキスタイル㈱は、当中間
連結会計期間において清算結
了した。 
東京スタイル香港有限公司ほ
か８社については、すべて小
規模であり、連結の範囲から
除外している。非連結子会社
９社の総資産、売上高、中間
純利益(持分相当額)及び利益
剰余金(持分相当額)の合計
は、中間連結財務諸表の総資
産、売上高、中間純利益及び
利益剰余金に比して僅少であ
り、かつ、全体としても重要
な影響を及ぼしていない。

なお、非連結子会社であった
東京スタイルフランスＳ．
Ａ．は、当中間連結会計期間
において全株式を売却した。 
東京スタイル香港有限公司ほ
か７社については、すべて小
規模であり、連結の範囲から
除外している。非連結子会社
８社の総資産、売上高、中間
純利益(持分相当額)及び利益
剰余金(持分相当額)の合計
は、中間連結財務諸表の総資
産、売上高、中間純利益及び
利益剰余金に比して僅少であ
り、かつ、全体としても重要
な影響を及ぼしていない。

従来、連結子会社であった東
京テキスタイル㈱及び㈱ジャ
ックコーポレーションは、当
連結会計年度において清算結
了した。 
東京スタイル香港有限公司ほ
か８社については、すべて小
規模であり、連結の範囲から
除外している。非連結子会社
９社の総資産、売上高、当期
純利益(持分相当額)及び利益
剰余金(持分相当額)の合計
は、連結財務諸表の総資産、
売上高、当期純利益及び利益
剰余金に比して僅少であり、
かつ、全体としても重要な影
響を及ぼしていない。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

２ 持分法の適用に関

する事項

(イ)非連結子会社及び関連

会社のうち、非連結子

会社東京スタイル香港

有限公司ほか２社及び

関連会社１社に対する

投資について持分法を

適用している。持分法

の適用から除外した非

連結子会社㈱レナード

ほか５社及び関連会社

１社については、中間

純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微

でありかつ全体として

も重要性がないため、

持分法の適用から除外

している。

(イ)非連結子会社及び関連

会社のうち、非連結子

会社東京スタイル香港

有限公司ほか２社及び

関連会社１社に対する

投資について持分法を

適用している。持分法

の適用から除外した非

連結子会社㈱レナード

ほか４社及び関連会社

１社については、中間

純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微

でありかつ全体として

も重要性がないため、

持分法の適用から除外

している。

(イ)非連結子会社及び関連

会社のうち、非連結子

会社東京スタイル香港

有限公司ほか２社及び

関連会社１社に対する

投資について持分法を

適用している。持分法

の適用から除外した非

連結子会社㈱レナード

ほか５社及び関連会社

１社については、連結

純損益及び連結利益剰

余金等に及ぼす影響が

軽微でありかつ全体と

しても重要性がないた

め、持分法の適用から

除外している。

(ロ)持分法適用に伴う投資

差額は段階法によって

おり、その金額が僅少

なため、原因分析を行

わず、発生した期の損

益として処理してい

る。

(ロ)   同左 (ロ)   同左

(ハ)持分法適用会社東京ス

タイル香港有限公司、

蘇州東京時装有限公

司、上海東京時装銷售

有限公司及びラッキー

ユニオンインヴェスト

メントLTD.の中間決算

日は中間連結決算日と

異なっているが、同社

の事業年度に係る中間

財務諸表を使用してい

る。

(ハ)   同左 (ハ)持分法適用会社東京ス

タイル香港有限公司、

蘇州東京時装有限公

司、上海東京時装銷售

有限公司及びラッキー

ユニオンインヴェスト

メントLTD.の決算日は

連結決算日と異なって

いるが、同社の事業年

度に係る財務諸表を使

用している。

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項

連結子会社の中間決算日は

中間連結決算日と一致して

いる。

同左 連結子会社の決算日は連結

決算日と一致している。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 (イ)有価証券

  ①売買目的有価証券

   中間連結会計期間末

日の市場価格等に基

づく時価法によって

いる。

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 (イ)有価証券

  ①売買目的有価証券

   中間連結会計期間末

日の市場価格等に基

づく時価法によって

いる。

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 (イ)有価証券

  ①売買目的有価証券

   連結会計年度末日の

市場価格等に基づく

時価法によってい

る。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

  ②満期保有目的の債券

   償却原価法によって

いる。

  ③その他有価証券

   (時価のあるもの)

   中間連結会計期間末

日の市場価格等に基

づく時価法によって

いる。(評価差額は

全部資本直入法によ

り処理し、売却原価

は総平均法により算

定)

   (時価のないもの)

   総平均法による原価

法によっている。

   なお、投資事業有限

責任組合及びそれに

類する組合への出資

(証券取引法第２条

第２項により有価証

券とみなされるも

の)については、組

合契約に規定される

決算報告日に応じて

入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持

分相当額を純額で取

り込む方法によって

いる。

   (表示方法の変更)

   「証券取引法等の一

部を改正する法律」

(平成16年法律第97

号)が平成16年６月

９日に公布され、平

成16年12月１日より

適用となること及び

「金融商品会計に関

する実務指針」(会

計制度委員会報告第

14号)が平成17年２

月15日付で改正され

たことに伴い、前連

結会計年度から投資

事業有限責任組合及

びそれに類する組合

への出資(証券取引

法第２条第２項によ

り有価証券とみなさ

れるもの)を投資有

価証券と表示する方

法に変更した。

   なお、当中間連結会

計期間の投資有価証

券に含まれる当該出

資の額は、1,935百

万円である。

  ②満期保有目的の債券

   償却原価法によって

いる。

  ③その他有価証券

   (時価のあるもの)

   中間連結会計期間末

日の市場価格等に基

づく時価法によって

いる。(評価差額は

全部純資産直入法に

より処理し、売却原

価は総平均法により

算定)

   (時価のないもの)

   総平均法による原価

法によっている。

   なお、投資事業有限

責任組合及びそれに

類する組合への出資

(証券取引法第２条

第２項により有価証

券とみなされるも

の)については、組

合契約に規定される

決算報告日に応じて

入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持

分相当額を純額で取

り込む方法によって

いる。

  ②満期保有目的の債券

   償却原価法によって

いる。

  ③その他有価証券

   (時価のあるもの)

   連結会計年度末日の

市場価格等に基づく

時価法によってい

る。(評価差額は全

部資本直入法により

処理し、売却原価は

総平均法により算

定)

   (時価のないもの)

   総平均法による原価

法によっている。

   なお、投資事業有限

責任組合及びそれに

類する組合への出資

(証券取引法第２条

第２項により有価証

券とみなされるも

の)については、組

合契約に規定される

決算報告日に応じて

入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持

分相当額を純額で取

り込む方法によって

いる。



 

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

  ④子会社株式及び関連

会社株式

   総平均法による原価

法によっている。

  ④子会社株式及び関連

会社株式

   総平均法による原価

法によっている。

  ④子会社株式及び関連

会社株式

   総平均法による原価

法によっている。

 (ロ)デリバティブ

   時価法によってい

る。

 (ロ)デリバティブ

同左

 (ロ)デリバティブ

同左

 (ハ)たな卸資産

   製品及び商品、原材

料、仕掛品は品番別

個別法による原価法

により評価してい

る。但 し、季 越 製

品・商品の一部につ

いては、販売可能価

額まで評価換えを実

施している。

 (ハ)たな卸資産

同左

 (ハ)たな卸資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 (イ)有形固定資産・投資

不動産

   主に定率法によって

いる。但し、平成10

年４月１日以降取得

した建物(建物附属

設備は除く)につい

ては、定額法によっ

ている。なお、耐用

年数及び残存価額に

ついては、主に法人

税法に規定する方法

と同一の基準によっ

ている。

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 (イ)有形固定資産・投資

不動産

同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 (イ)有形固定資産・投資

不動産

同左

 (ロ)無形固定資産

   定額法によってい

る。

   なお、ソフトウェア

(自社利用分)につい

ては、社内における

利用可能期間(５年)

に基づく定額法によ

っている。

 (ロ)無形固定資産

同左

 (ロ)無形固定資産

同左

 (ハ)長期前払費用

   定額法によってい

る。

 (ハ)長期前払費用

同左

 (ハ)長期前払費用

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 (イ)貸倒引当金

   当中間連結会計期間

末日現在に有する売

掛金、貸付金、その

他これらに準ずる債

権の貸倒れによる損

失に備えるため、一

般債権については貸

倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の

債権については個別

に回収可能性を検討

し、回収不能見込額

を計上している。

(3) 重要な引当金の計上基

準

 (イ)貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 (イ)貸倒引当金

   当連結会計年度末日

現在に有する売掛

金、貸付金、その他

これらに準ずる債権

の貸倒れによる損失

に備えるため、一般

債権については貸倒

実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債

権については個別に

回収可能性を検討

し、回収不能見込額

を計上している。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

 (ロ)賞与引当金
   従業員に支給する賞

与に充てるため、将
来の支給見込額の当
中間連結会計期間対
応分を計上してい
る。

 (ロ)賞与引当金
同左

 (ロ)賞与引当金
   従業員に支給する賞

与に充てるため、将
来の支給見込額の当
連結会計年度対応分
を計上している。

 (ハ)返品調整引当金
   将来予想される売上

返品による損失に備
えるため、法人税法
の規定による繰入限
度相当額を計上して
いる。

 (ハ)返品調整引当金
同左

 (ハ)返品調整引当金
同左

 (ニ)退職給付引当金
   従業員の退職給付に

備えるため、当連結
会計年度末における
退職給付債務及び年
金資産の見込額に基
づき、当中間連結会
計期間末において発
生していると認めら
れる額を計上してい
る。

   数理計算上の差異に
ついては、各連結会
計年度の発生時にお
ける従業員の平均残
存勤務期間以内の一
定の年数(５年)によ
る按分額をそれぞれ
発生の翌連結会計年
度より費用処理して
いる。

 (ニ)退職給付引当金
同左

 (ニ)退職給付引当金
   従業員の退職給付に

備えるため、当連結
会計年度末における
退職給付債務及び年
金資産の見込額に基
づき、当連結会計年
度末において発生し
ていると認められる
額を計上している。

   数理計算上の差異に
ついては、各連結会
計年度の発生時にお
ける従業員の平均残
存勤務期間以内の一
定の年数(５年)によ
る按分額をそれぞれ
発生の翌連結会計年
度より費用処理して
いる。

 (ホ)役員退職引当金
   親会社及び連結子会

社５社は、役員の退
職慰労金の支出に備
えるため、内規に基
づく当中間連結会計
期間末要支給額を計
上している。

 (ホ)役員退職引当金
同左

 (ホ)役員退職引当金
   親会社及び連結子会

社５社は、役員の退
職慰労金の支出に充
てるため、内規に基
づく当連結会計年度
末要支給額を計上し
ている。

(4) 重要な外貨建の資産及
び負債の本邦通貨への
換算基準

  外貨建金銭債権債務
は、当中間連結会計期
間末日の直物為替相場
により円貨に換算し、
換算差額は損益として
処理している。

  なお、在外子会社等の
資産及び負債並びに収
益及び費用は、当中間
連結会計期間末日の直
物為替相場により円貨
に換算し、換算差額は
資本の部における為替
換算調整勘定に含めて
いる。

(4) 重要な外貨建の資産及
び負債の本邦通貨への
換算基準

    外貨建金銭債権債務
は、当中間連結会計期
間末日の直物為替相場
により円貨に換算し、
換算差額は損益として
処理している。
なお、在外子会社等の
資産及び負債並びに収
益及び費用は、当中間
連結会計期間末日の直
物為替相場により円貨
に換算し、換算差額は
純資産の部における為
替換算調整勘定に含め
ている。

(4) 重要な外貨建の資産及
び負債の本邦通貨への
換算基準

  外貨建金銭債権債務
は、当連結会計年度末
日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算
差額は損益として処理
している。

  なお、在外子会社等の
資産及び負債並びに収
益及び費用は、当連結
会計年度末日の直物為
替相場により円貨に換
算し、換算差額は資本
の部における為替換算
調整勘定に含めてい
る。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

(5) 重要なリース取引の処

理方法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃

貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっ

ている。

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

 （イ）ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ処理に

よっている。但

し、為替予約がな

されている外貨建

金銭債務について

は、振当処理を行

っている。

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

 （イ）ヘッジ会計の方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

 （イ）ヘッジ会計の方法

同左

 （ロ）ヘッジ手段とヘッ

ジ対象

    為替予約をヘッジ

手段とし、外貨建

ての金銭債務およ

び予定取引をヘッ

ジ対象としてい

る。

 （ロ）ヘッジ手段とヘッ

ジ対象

同左

 （ロ）ヘッジ手段とヘッ

ジ対象

同左

 （ハ）ヘッジ方針

    外貨建輸入取引に

関わる将来の外国

為替相場変動リス

クを回避して、外

貨建債務の円貨に

よるキャッシュ・

フローを固定化す

ることを目的とし

て、仕入先への発

注に対応し、決済

日を基準として為

替予約を行ってい

る。

 （ハ）ヘッジ方針

同左

 （ハ）ヘッジ方針

同左

 （ニ）ヘッジの有効性評

価の方法

    外貨建ての発注金

額に対し、同一通

貨建てによる同一

金額で同一期日の

為替予約を付する

ことにより、為替

予約締結後の外国

為替相場の変動に

よる相関関係が確

保されるようにし

ている。

 （ニ）ヘッジの有効性評

価の方法

同左

 （ニ）ヘッジの有効性評

価の方法

同左



項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

(7) 消費税等の会計処理に

ついて

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方

式によっている。

(7) 消費税等の会計処理に

ついて

同左

(7) 消費税等の会計処理に

ついて

同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっている。

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっている。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

１．貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等

当中間連結会計期間から、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第5

号 平成17年12月9日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業

会計基準適用指針第8号 平成17年

12月9日）を適用している。  

従来の資本の部の合計に相当する

金額は167,808百万円である。  

なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間に

おける中間連結貸借対照表の純資

産の部については、改正後の中間

連結財務諸表規則により作成して

いる。  

 

２．役員賞与に関する会計基準

当中間連結会計期間から、「役員

賞与に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年11月29日

企業会計基準第4号）を適用して

いる。これによる損益に与える影

響はない。

３．固定資産の減損に係る会計基準

当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計基

準適用指針第6号）を適用してい

る。これにより税金等調整前中間

純利益は14百万円減少している。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づき各資産の金額から直接

控除している。  

 



次へ 

 表示方法の変更 

 
追加情報 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

（中間連結損益計算書）

「受取配当金」は前中間連結会計

期間まで営業外収益の「その他」

に含めて表示していたが、営業外

収益総額の100分の10を超えたた

め区分掲記した。

   なお、前中間連結会計期間におけ
   る「受取配当金」の金額は170百 
   万円である。

前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

 
「地方税法等の一部を改正する法
律」(平成15年法律第９号)が平成15
年３月31日に公布され、平成16年４
月１日以後に開始する事業年度より
外形標準課税制度が導入されたこと
に伴い、当中間連結会計期間から
「法人事業税における外形標準課税
部分の損益計算書上の表示について
の実務上の取扱い」(平成16年２月
13日 企業会計基準委員会 実務対
応報告第12号)に従い法人事業税の
付加価値割及び資本割については、
販売費及び一般管理費に計上してい
る。  
 この結果、販売費及び一般管理費
が94百万円増加し、営業利益、経常
利益及び税金等調整前当期純利益が
同額減少している。

「地方税法等の一部を改正する法
律」(平成15年法律第９号)が平成15
年３月31日に公布され、平成16年４
月１日以後に開始する事業年度より
外形標準課税制度が導入されたこと
に伴い、当連結会計年度から「法人
事業税における外形標準課税部分の
損益計算書上の表示についての実務
上の取扱い」(平成16年２月13日
企業会計基準委員会 実務対応報告
第12号)に従い法人事業税の付加価
値割及び資本割については、販売費
及び一般管理費に計上している。  
 この結果、販売費及び一般管理費
が217百万円増加し、営業利益、経
常利益及び税金等調整前当期純利益
が同額減少している。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

 

前中間連結会計期間末 
(平成17年８月31日)

当中間連結会計期間末
(平成18年８月31日)

前連結会計年度末 
(平成18年２月28日)

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

11,212百万円

 
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

10,671百万円

 
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

10,501百万円

 

 

偶発債務

(1) 下記の銀行借入に対して、次の

債務保証を行っている。

被保証者 銀行借入額

㈱東京スタイル 
従業員

68百万円

上海東京時装銷售 
有限公司

54百万円

偶発債務

(1) 下記の銀行借入に対して、次の

債務保証を行っている。

被保証者 銀行借入額

㈱東京スタイル
従業員

51百万円

東京スタイル香港
有限公司

100百万円

上海東京時装銷售
有限公司

59百万円

偶発債務

(1) 下記の銀行借入に対して、次の

債務保証を行っている。

被保証者 銀行借入額

㈱東京スタイル 
従業員

58百万円

東京スタイル香港
有限公司

100百万円

上海東京時装銷售 
有限公司

59百万円



(中間連結損益計算書関係) 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの

 減価償却費 422百万円

 賞与引当金 
 繰入額

71

 退職給付 
 引当金 
 繰入額

100

 給料手当 5,147

 宣伝販促費 990

 賃借料 674

 荷造発送費 308

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの

 減価償却費 398百万円

 賞与引当金
 繰入額

56

 退職給付
 引当金 
 繰入額

90

 給料手当 4,708

 宣伝販促費 1,090

 賃借料 817

 荷造発送費 317

※１ このうち主要な費目と金額は

次の通りである。

 減価償却費 890百万円

賞与引当金 
 繰入額

95

退職給付
 引当金 
 繰入額

191

 給料手当 9,669

 宣伝販促費 1,989

 賃借料 1,672

 荷造発送費 709

 

※３ 固定資産処分損の内訳は次の

とおりである。
 建物及び 
 構築物

89百万円

 
 

 その他 140

 合計 230百万円

 

 

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりである。
     建物      1百万円
     土地     17百万円
 ※３ 固定資産処分損の内訳は次
       のとおりである。

 建物及び
 構築物

169百万円

 機械及び
 運搬具

1

 土地 12

 合計 183百万円

※４ 減損損失
   当社グループは、以下の資産
   グループについて減損損失を 
   計上した。

用途 種類 場所
金額 

(百万円)

遊休 土地 栃木県那須郡 5

遊休 土地 千葉県富津市 8

（経緯） 
   上記の土地については、社員 
   の福利厚生施設用地として取 
   得したが、現在は遊休資産と 
   している。 
   市場価格が著しく下落してい 
   るため、減損損失を認識した。
（グルーピングの方法）
   原則として事業別に区分し、 
   将来の使用が見込まれてい 
   ない遊休資産については、 
   個々の物件単位でグルーピン 
   グをした。
（回収可能額の算定方法等）
   遊休資産については、正味売却
   価額により測定している。 
   正味売却価額は、固定資産税 
   評価価格等を基に算定して 
   いる。

 

※３ 固定資産処分損の内訳は次の

とおりである。
建物及び
 構築物

241百万円

機械及び
 運搬具

19

 その他 6

 合計 266百万円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年3月1日 至 平成18年8月31日） 

1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注)普通株式の自己株式の増加11千株は、単元未満株式の買取による増加であり、減少1千株は、単
元未満株式の買増請求による売渡である。 

2．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はない。 

3．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

 
(2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と 
 なるもの 
該当事項はない。 

前連結会計年度末 
株式数(千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間末株
式数（千株）

発行済株式

普通株式 102,507 ― ― 102,507

自己株式

普通株式(注) 9,277 11 1 9,287

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成18年5月25日 
定時株主総会

普通株式 1,631 17円50銭 平成18年2月28日 平成18年5月26日



次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と、中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成17年８月31日)

現金及び 
預金勘定

46,243百万円

計 46,243百万円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金

△1,001百万円

現金及び 
現金同等物

45,242百万円

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と、中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成18年８月31日)

現金及び 
預金勘定

31,775百万円

計 31,775百万円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金

△1,201百万円

現金及び 
現金同等物

30,573百万円

 

現金及び現金同等物の期末残高と、

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係は以下のとおりで

ある。

(平成18年２月28日)

現金及び
預金勘定

41,132百万円

計 41,132百万円

預入期間が
３ヶ月を超える 
定期預金

△957百万円

現金及び
現金同等物

40,174百万円

前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

工具器具及び備品

取得価額 
相当額

1,218百万円

減価償却 
累計額 
相当額

426

中間期末 
残高相当額

792

工具器具及び備品

取得価額 
相当額

1,157百万円

減価償却 
累計額 
相当額

495

中間期末 
残高相当額

662

工具器具及び備品

取得価額
相当額

1,104百万円

減価償却
累計額 
相当額

395

期末
残高相当額

709

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 211百万円

１年超 580

合計 792

なお、取得価額相当額及び未経過リ

ース料中間期末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定している。

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 195百万円

１年超 466

合計 662

同左

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 193百万円

１年超 516

合計 709

なお、取得価額相当額及び未経過リ

ース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期

末残高に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定している。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 111百万円

減価償却費相
当額

111

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 102百万円

減価償却費相
当額

102

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 194百万円

減価償却費相
当額

194

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

有価証券 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
前中間連結会計期間末 
(平成17年８月31日)

当中間連結会計期間末
(平成18年８月31日)

前連結会計年度末 
(平成18年２月28日)

(1) 満期保有目的の債券

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円)

時価 
(百万円)

差額 
(百万円)

中間連結
貸借対照表
計上額 
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借
対照表 
計上額 
(百万円)

時価 
(百万円)

差額 
(百万円)

①国債・地方債 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

②社債 22,565 22,277 △288 16,500 16,258 △241 19,999 19,745 △254

③その他 888 893 5 5,355 5,373 18 2,000 2,044 44

計 23,453 23,170 △282 21,855 21,632 △223 21,999 21,790 △209

(2) その他有価証券
取得原価 
(百万円)

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照表
計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借 
対照表 
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

①株式 14,557 24,759 10,201 16,649 39,267 22,618 15,656 38,127 22,471

②債券 ― ― ― ― ― ― 954 931 △23

③その他 8,361 6,427 △1,934 28,328 28,222 △106 7,877 8,685 808

計 22,919 31,187 8,267 44,977 67,489 22,512 24,487 47,743 23,256

内容
前中間連結会計期間末
(平成17年８月31日)

当中間連結会計期間末
(平成18年８月31日)

前連結会計年度末 
(平成18年２月28日)

(1) 子会社及び関連会社株式
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

非上場株式 1,069 727 1,117

計 1,069 727 1,117

(2) その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

非上場株式 10,715 11,042 11,041

計 10,715 11,042 11,041

(3) 満期保有目的の債券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

非上場その他 2,000 ― ―

計 2,000 ― ―



前へ 

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 

  

 
(注) 時価の算定方法 

１ 時価の算定方法 

金利スワップ契約を締結している取引金融機関から提示された価格によっている。 

２ 上記の金利スワップ取引の契約額等(想定元本)は、この金額自体が当該取引に係るリスク量を示すもので

はない。 

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はない。 

  

区分 種類

前中間連結会計期間末 
(平成17年８月31日)

当中間連結会計期間末
(平成18年８月31日)

前連結会計年度末 
(平成18年２月28日)

契約額等 
(百万円)

契約額等 
のうち 
１年超 
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益 
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち 
１年超 
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等 
のうち 
１年超 
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引
以外の 
取引

金利スワ 
ップ取引

受 取 変
動・ 
支 払 変
動

2,000 2,000 △101 △101 2,000 2,000 81 81 2,000 2,000 △93 △93

合計 2,000 2,000 △101 △101 2,000 2,000 81 81 2,000 2,000 △93 △93



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「アパレル関連事業」の割合がいずれも

90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略している。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

 
１ 事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、アパレル関連事業、合成樹脂関連事業、そ

の他事業に区分した。 

２ 各区分の事業内容 

(1)アパレル関連事業 

  婦人服、衣料品、服飾雑貨等ファッション用品の製造販売 

(2)合成樹脂関連事業 

  値札用タグピン等のプラスチック製品の製造販売 

(3)その他事業 

  貨物自動車運送業、不動産関連事業等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はない。 

前連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

全セグメント売上高の合計、営業利益及び全セグメント資産の金額の合計額に占める「アパレル関

連事業」の割合がいずれも90％超であるので記載を省略した。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略している。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略している。 

  

前連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

全セグメント売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が、い

ずれも90％超であるので記載を省略した。 

アパレル 
関連事業 
(百万円)

合成樹脂
関連事業 
(百万円)

その他
事業 

(百万円)

計
 

(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
 

（百万円)

 売上高
 外部顧客に対する売上高 24,555 1,933 587 27,076 ― 27,076

 セグメント間の内部取引高 
 又は振替高 0 60 143 204 (204) ―

 売上高合計 24,555 1,994 730 27,280 (204) 27,076
 営業費用 23,387 1,748 508 25,644 (210) 25,434
 営業利益 1,167 245 221 1,635 6 1,641



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

  

前連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

  

  



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

１株当たり純資産額 1,679.82円 1,800.14円 1,800.48円

１株当たり中間(当期)
純利益

17.73円 22.01円 42.70円

 

 

 

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益額につい

ては、希薄化効果を有して

いる潜在株式がないため、

記載していない。

１株当たり中間純利益の算

定上の基礎

中間連結損益計算書上の中
間純利益

1,653百万円

普通株式に係る中間純利益

1,653百万円

普通株主に帰属しない金額

の主要な内訳

 該当事項はない。

普通株式の期中平均株式数

93,246,515株

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含

まれなかった潜在株式の概

要

平成14年６月１日より権

利行使期間となってい

る、自己株式取得方式に

よるストックオプション

制度の自己株式

  普通株式 85,000株

 

 

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益額につい

ては、潜在株式がないた

め、記載していない。

 

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

中間連結貸借対照表上
 の純資産の部の合計額

169,087百万円

 純資産の部の合計額か 

 ら控除する金額

少数株主持分1,279百万円

 普通株式に係る中間期 

 末純資産額

167,808百万円
中間期末の普通株式の数

93,219,681株

２ １株当たり中間純利益

中間連結損益計算書上の
 中間純利益

2,051百万円

普通株式に係る中間純利
 益

2,051百万円

普通株主に帰属しない金

額の主要な内訳

  該当事項はない。

普通株式の期中平均株式
 数

93,226,326株

 

 

 

なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有してい

る潜在株式がないため、記

載していない。

１株当たり当期純利益の算

定上の基礎

連結損益計算書上の当期純
利益

3,981百万円

普通株式に係る当期純利益

3,981百万円

普通株主に帰属しない金額

の主要な内訳

 該当事項はない。

普通株式の期中平均株式数

93,240,442株

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益の算定に含

まれなかった潜在株式の概

要

平成14年６月１日より権

利行使期間となってい

る、自己株式取得方式に

よるストックオプション

制度の自己株式

 普通株式 85,000株



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年８月31日)

当中間会計期間末

(平成18年８月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

流動資産

  現金及び預金 35,706 25,676 35,463

  受取手形 189 126 341

  売掛金 6,575 5,781 4,835

  有価証券 22,562 26,082 43,241

  たな卸資産 3,603 3,550 4,384

  繰延税金資産 167 194 811

  その他 785 1,561 1,393

  貸倒引当金 △79 △23 △20

  流動資産合計 69,509 41.5 62,950 34.1 90,451 47.5

固定資産

 有形固定資産

  建物 ※１ 2,443 2,246 2,377

  土地 4,383 4,280 4,373

  その他 ※１ 139 6,966 4.2 128 6,655 3.6 132 6,884 3.6

 無形固定資産 46 0.0 45 0.0 45 0.0

 投資その他の資産

  投資有価証券 64,378 95,239 72,745

  関係会社株式 10,620 5,210 5,594

  その他 ※１ 15,841 14,691 14,740

  貸倒引当金 △29 90,811 54.3 △31 115,099 62.3 △37 93,043 48.9

  固定資産合計 97,823 58.5 121,799 65.9 99,973 52.5

 資産合計 167,333 100.0 184,750 100.0 190,424 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年８月31日)

当中間会計期間末

(平成18年８月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

流動負債

  支払手形 3,183 3,240 3,903

  買掛金 2,622 2,349 2,261

  未払法人税等 423 380 1,138

  賞与引当金 62 61 56

  返品調整引当金 857 743 822

  その他 ※２ 2,503 3,721 7,420

  流動負債合計 9,652 5.7 10,496 5.7 15,600 8.2

固定負債

  退職給付引当金 1,223 1,223 1,238

  役員退職引当金 621 657 639

  繰延税金負債 1,905 7,766 8,025

  その他 368 357 360

  固定負債合計 4,119 2.5 10,004 5.4 10,264 5.4

 負債合計 13,772 8.2 20,501 11.1 25,864 13.6

(資本の部)

資本金 26,734 16.0 ― ― 26,734 14.0

資本剰余金

  資本準備金 44,279 ― 44,279

  その他 
  資本剰余金

657 ― 657

  資本剰余金合計 44,936 26.9 ― ― 44,936 23.6

利益剰余金

  利益準備金 5,150 ― 5,150

  任意積立金 80,077 ― 80,077

  中間(当期) 
  未処分利益

2,525 ― 4,648

  利益剰余金合計 87,754 52.4 ― ― 89,876 47.2

その他有価証券 
評価差額金

4,895 2.9 ― ― 13,787 7.2

自己株式 △10,759 △6.4 ― ― △10,774 △5.6

 資本合計 153,561 91.8 ― ― 164,559 86.4

 負債・資本合計 167,333 100.0 ― ― 190,424 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年８月31日)

当中間会計期間末

(平成18年８月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

株主資本

  資本金 ― ― 26,734 14.5 ― ―

  資本剰余金

   資本準備金 ― 44,279 ―

   その他資本 
   剰余金

― ― ― 657 44,936 24.3 ― ― ―

  利益剰余金

   利益準備金 ― 5,150 ―

   その他利益 
   剰余金

   配当準備積立金 ― 375 ―

   退職準備積立金 ― 448 ―

   別途積立金 ― 81,254 ―

   繰越利益剰 
   余金

― ― ― 2,792 90,020 48.7 ― ― ―

  自己株式 ― ― △10,788 △5.8 ― ―

  株主資本合計 ― ― 150,903 81.7 ― ―

評価・換算差額等

  その他有価証券 
  評価差額金

― 13,345 ―

  評価・換算差額 
  等合計

― ― 13,345 7.2 ― ―

  純資産合計 ― ― 164,248 88.9 ― ―

  負債純資産合計 ― ― 184,750 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

売上高 19,453 100.0 19,068 100.0 38,810 100.0

売上原価 11,330 58.2 10,409 54.6 21,735 56.0

 売上総利益 8,123 41.8 8,658 45.4 17,075 44.0

販売費及び 
一般管理費

7,522 38.7 7,714 40.4 15,615 40.2

 営業利益 600 3.1 944 5.0 1,459 3.8

営業外収益 ※１ 2,335 12.0 2,318 12.2 5,669 14.6

営業外費用 390 2.0 658 3.5 479 1.3

 経常利益 2,545 13.1 2,604 13.7 6,649 17.1

特別利益 507 2.6 61 0.3 761 2.0

特別損失 ※３ 680 3.5 204 1.1 1,202 3.1

 税引前中間(当期) 
 純利益

2,372 12.2 2,462 12.9 6,208 16.0

法人税、住民税及び 
事業税

426 547 2,763

過年度法人税額 ― △521 ―

法人税等調整額 509 935 4.8 660 686 3.6 △114 2,649 6.8

 中間(当期)純利益 1,436 7.4 1,775 9.3 3,558 9.2

前期繰越利益 1,089 1,089

 中間(当期)未処分 
 利益

2,525 4,648



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年２月28日残高(百万円) 26,734 44,279 657 44,936

中間会計期間中の変動額

 自己株式の処分 0 0

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

0 0

平成18年８月31日残高(百万円) 26,734 44,279 657 44,936

株主資本

利益剰余金

利益剰余金合計
利益準備金

その他利益剰余金

配当準備積立金 退職準備積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年２月28日残高(百万円) 5,150 375 448 79,254 4,648 89,876

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,631 △1,631

 中間純利益 1,775 1,775

 別途積立金への積立 2,000 △2,000 ―

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

2,000 △1,855 144

平成18年８月31日残高(百万円) 5,150 375 448 81,254 2,792 90,020

自己株式
株主資本 

合計

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年２月28日残高(百万円) △10,774  150,772 13,787 13,787 164,559

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,631 △1,631

 中間純利益 1,775 1,775

 自己株式の取得 △16 △16 △16

 自己株式の処分 1 1 1

 別途積立金への積立

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△441 △441 △441

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△14 130 △441 △441 △311

平成18年８月31日残高(百万円) △10,788 150,903 13,345 13,345 164,248



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

(イ) 売買目的有価証券

中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法によっ

ている。

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

(イ) 売買目的有価証券

中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法によっ

ている。

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

(イ) 売買目的有価証券

当事業年度末日の市場価格

等に基づく時価法によって

いる。

(ロ) 満期保有目的の債券

償却原価法によっている。

(ロ) 満期保有目的の債券

償却原価法によっている。

(ロ) 満期保有目的の債券

償却原価法によっている。

(ハ) その他有価証券

(時価のあるもの)

中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法によっ

ている。(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は総平均法により

算定)

(時価のないもの)

総平均法による原価法によ

っている。

なお、投資事業有限責任組

合及びそれに類する組合へ

の出資(証券取引法第２条

第２項により有価証券とみ

なされるもの)について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっている。

(表示方法の変更)

「証券取引法等の一部を改

正する法律」(平成16年法

律第97号)が平成16年６月

９日に公布され、平成16年

12月１日より適用となるこ

と及び「金融商品会計に関

する実務指針」(会計制度

委員会報告第14号)が平成

17年２月15日付で改正され

たことに伴い、前事業年度

から投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合への

出資(証券取引法第２条第

２項により有価証券とみな

されるもの)を投資有価証

券と表示する方法に変更し

た。

なお、当中間会計期間の投

資有価証券に含まれる当該

出資の額は、1,935百万円

である。

(ハ) その他有価証券

(時価のあるもの)

中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法によっ

ている。(評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は総平均法に

より算定)

(時価のないもの)

総平均法による原価法によ

っている。

なお、投資事業有限責任組

合及びそれに類する組合へ

の出資(証券取引法第２条

第２項により有価証券とみ

なされるもの)について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっている。

(ハ) その他有価証券

(時価のあるもの)

当事業年度末日の市場価格

等に基づく時価法によって

いる。(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売

却原価は総平均法により算

定)

(時価のないもの)

総平均法による原価法によ

っている。

なお、投資事業有限責任組

合及びそれに類する組合へ

の出資(証券取引法第２条

第２項により有価証券とみ

なされるもの)について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっている。



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

(ニ) 子会社株式及び関連会社

株式

総平均法による原価法によ

っている。

(ニ) 子会社株式及び関連会社

株式

総平均法による原価法によ

っている。

(ニ) 子会社株式及び関連会社

株式

総平均法による原価法によ

っている。

 (2) デリバティブ

    時価法によっている。

 (2) デリバティブ

同左

 (2) デリバティブ

同左

 (3) たな卸資産

   製品及び商品、原材料、仕掛

品は品番別個別法による原価

法により評価している。但

し、季越製品・商品の一部に

ついては、販売可能価額まで

評価換えを実施している。

 (3) たな卸資産

同左

 (3) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産及び投資不動産

定率法によっている。但し、
平成10年４月１日以降取得し
た建物(建物附属設備は除く)
については、定額法によって
いる。なお、耐用年数及び残
存価額については、法人税法
に規定する方法と同一の基準
によっている。

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1)有形固定資産及び投資不動産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1)有形固定資産及び投資不動産

同左

 (2) 無形固定資産

   定額法によっている。

 (2) 無形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

同左

 (3) 長期前払費用

   定額法によっている。

 (3) 長期前払費用

同左

 (3) 長期前払費用

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   当中間会計期間末日現在に有

する売掛金、貸付金、その他

これらに準ずる債権の貸倒れ

による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見

込額を計上している。

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   当事業年度末日現在に有する

売掛金、貸付金、その他これ

らに準ずる債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額

を計上している。

 (2) 賞与引当金

   従業員に支給する賞与に充て

るため、将来の支給見込額の

当中間会計期間対応分を計上

している。

 (2) 賞与引当金

同左

 (2) 賞与引当金

   従業員に支給する賞与に充て

るため、将来の支給見込額の

当事業年度負担額を計上して

いる。

 (3) 返品調整引当金

   将来予想される売上返品によ

る損失に備えるため、法人税

法の規定による繰入限度相当

額を計上している。

 (3) 返品調整引当金

同左

 (3) 返品調整引当金

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上してい

る。

   数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)に

よる按分額をそれぞれ発生の

翌事業年度より費用処理して

いる。

 (4) 退職給付引当金

同左

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末

において発生していると認め

られる額を計上している。

   数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)に

よる按分額をそれぞれ発生の

翌事業年度より費用処理して

いる。

 (5) 役員退職引当金

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当中

間会計期間末要支給額を計上

している。

 (5) 役員退職引当金

    同左

 (5) 役員退職引当金

   役員退職慰労金の支給に充て

るため、内規に基づく当事業

年度末要支給額を計上してい

る。

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、当中間

会計期間末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は

損益として処理している。

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

 同左

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、当事業

年度末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益

として処理している。

５ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ている。

５ リース取引の処理方法

 同左

５ リース取引の処理方法

 同左

６ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理によってい

る。但し、為替予約がなされ

ている外貨建金銭債務につい

ては、振当処理を行ってい

る。

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

    同左

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

    同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   為替予約をヘッジ手段とし、

外貨建ての金銭債権債務及び

予定取引をヘッジ対象として

いる。

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

    同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

    同左



 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

 (3) ヘッジ方針

   外貨建輸入取引に関わる将来

の外国為替相場変動リスクを

回避して、外貨建債務の円貨

によるキャッシュ・フローを

固定化することを目的とし

て、仕入先への発注に対応

し、決済日を基準として為替

予約を行っている。

 (3) ヘッジ方針

同左

 (3) ヘッジ方針

同左

 (4) ヘッジの有効性評価の方法

   外貨建ての発注金額に対し、

同一通貨建てによる同一金額

で同一期日の為替予約を付す

ることにより、為替予約締結

後の外国為替相場の変動によ

る相関関係が確保されるよう

にしている。

 (4) ヘッジの有効性評価の方法

同左

 (4) ヘッジの有効性評価の方法

同左

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理について

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってい

る。

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

同左 

 

 

 

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

   同左 

 

 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

前中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

― １ 貸借対照表の純資産の部の  

 表示に関する会計基準等

       ―

当中間会計期間から、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準5号 平成

17年12月9日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第8号 平成17年12月9

日）を適用している。  

従来の資本の部の合計に相当する

金額は164,248百万円である。  

なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の中間財務諸表等

規則により作成している。

２ 役員賞与に関する会計基準

当中間会計期間から、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年11月29日企業

会計基準第4号）を適用しており

ます。これによる損益に与える影

響はない。

３ 固定資産の減損に係る会計基準

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成

15年10月31日 企業会計基準適用

指針第6号）を適用している。こ

れにより税引前中間純利益は14百

万円減少している。  

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき各資産の金額から直接控

除している。  

 



追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が94百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が同額減

少している。

   「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が217百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が同額

減少している。

    



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 
  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年８月31日)

当中間会計期間末
(平成18年８月31日)

前事業年度末 
(平成18年２月28日)

※１ 有形固定資産及び投資不動産

の減価償却累計額

7,927百万円

※１ 有形固定資産及び投資不動産

の減価償却累計額

7,877百万円

※１ 有形固定資産及び投資不動産

の減価償却累計額

7,809百万円

※２ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

その他に含めて表示してい

る。

※２ 消費税等の取扱い

同左      

 

 ３ 偶発債務

   下記の会社等の銀行借入金に

対し、次の債務保証を行って

いる。

銀行借入金

㈱テイエスプラザ 2,567百万円

㈱エバンス 40百万円

上海東京時装銷售 
有限公司

54百万円

従業員(87件) 68百万円

計 2,730百万円

 

 ３ 偶発債務

   下記の会社等の銀行借入金に

対し、次の債務保証を行って

いる。

銀行借入金

㈱テイエスプラザ 2,437百万円

東京スタイル香港有
限公司
㈱エバンス

100百万円

55百万円

上海東京時装銷售
有限公司

59百万円

従業員(73件) 51百万円

計 2,703百万円

 ２ 偶発債務

   下記の会社等の銀行借入金に

対し、次の債務保証を行って

いる。

銀行借入金

㈱テイエスプラザ 2,502百万円

東京スタイル香港有

限公司
100百万円

㈱スタイル運輸 3百万円

㈱エバンス 40百万円

上海東京時装銷售
有限公司

59百万円

従業員(80件) 58百万円

計 2,763百万円

前中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

 

※１ 営業外収益の主要項目

有価証券利息 883百万円

有価証券 
評価益

549百万円

受取利息 258百万円
 

※１ 営業外収益の主要項目

有価証券利息 1,191百万円

受取利息
受取配当金

87百万円
439百万円

※１ 営業外収益の主要項目

有価証券利息 1,746百万円

有価証券 
売却益

1,035百万円

有価証券 
評価益

1,227百万円

 ２ 減価償却実施額

有形固定資産 192百万円

無形固定資産 0百万円

計 192百万円

 ２ 減価償却実施額

有形固定資産 222百万円

無形固定資産 0百万円

計 222百万円

 ２ 減価償却実施額

有形固定資産 503百万円

無形固定資産 0百万円

計 503百万円



  

 

前中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

 

※３ 減損損失
   当社は、以下の資産グループに
   ついて減損損失を計上した。

用途 種類 場所
金額 

(百万円)

遊休 土地 栃木県那須郡 5

遊休 土地 千葉県富津市 8

（経緯） 
   上記の土地については、社員 
   の福利厚生施設用地として取 
   得したが、現在は遊休資産と 
   している。 
   市場価格が著しく下落して 
   いるため、減損損失を認識 
   した。
（グルーピングの方法）
   原則として事業別に区分し、 
   将来の使用が見込まれてい 
   ない遊休資産については、 
   個々の物件単位でグルーピン 
   グをした。
（回収可能額の算定方法等）
   遊休資産については、正味売却
   価額により測定している。 
   正味売却価額は、固定資産税 
   評価価格等を基に算定して 
   いる。



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 
自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注)普通株式の自己株式の増加11千株は、単元未満株式の買取による増加であり、減少1千株は、単元

未満株式の買増請求による売渡である。 

(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度末 
株式数(千株)

当中間会計期間
増加株式数(千株)

当中間会計期間
減少株式数(千株)

当中間会計期間末 
株式数(千株)

普通株式(注) 9,277 11 1 9,287

前中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

工具器具及び備品
(百万円)

取得価額 
相当額

1,103

減価償却 
累計額相当額

377

中間期末 
残高相当額

725

  

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

工具器具及び備品
(百万円)

取得価額 
相当額

953

減価償却 
累計額相当額

414

中間期末 
残高相当額

539

  

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

工具器具及び備品 
(百万円)

取得価額
相当額

953

減価償却
累計額相当額

329

期末
残高相当額

624

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 191百万円

１年超 534百万円

合計 725百万円

  なお、取得価額相当額及び未経

過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

いる。

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 158百万円

１年超 380百万円

合計 539百万円

同左
 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 165百万円

１年超 458百万円

合計 624百万円

  なお、取得価額相当額及び未経

過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 98百万円

減価償却費 
相当額

98百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 84百万円

減価償却費
相当額

84百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 165百万円

減価償却費
相当額

165百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年８月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

当中間会計期間末(平成18年８月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

前事業年度末(平成18年２月28日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

(2) 【その他】 

特記すべき事項はない。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度第58期(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日)平成18年５月30日関東財務局長に提出 

  

  



該当事項はない。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年11月24日

株式会社東京スタイル 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社東京スタイルの平成17年３月１日から平成18年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として

中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社東京スタイル及び連結子会社の平成17年８月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 

渡邊公認会計士事務所

公認会計士  渡  邊  文  雄  ㊞

藤本公認会計士事務所

公認会計士  藤  本  欣  哉  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年11月28日

株式会社東京スタイル 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社東京スタイルの平成18年３月１日から平成19年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として

中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社東京スタイル及び連結子会社の平成18年８月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

  中間連結財務諸表のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間か

ら固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 

渡邊公認会計士事務所

公認会計士  渡  邊  文  雄  ㊞

藤本公認会計士事務所

公認会計士  藤  本  欣  哉  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年11月24日

株式会社東京スタイル 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社東京スタイルの平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第58期事業年度の中間会計期間

(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監

査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務

諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社東京スタイルの平成17年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 

渡邊公認会計士事務所

公認会計士  渡  邊  文  雄  ㊞

藤本公認会計士事務所

公認会計士  藤  本  欣  哉  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年11月28日

株式会社東京スタイル 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社東京スタイルの平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第59期事業年度の中間会計期間

(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、私たちの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監

査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務

諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社東京スタイルの平成18年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固

定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 

渡邊公認会計士事務所

公認会計士  渡  邊  文  雄  ㊞

藤本公認会計士事務所

公認会計士  藤  本  欣  哉  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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